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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 なお、主要な関係会社の異動については、次のとおりであります。 

  

(米国) 

当第１四半期連結会計期間において、非連結子会社であったNADEX USA CO.,LTD.は重要性が増したため、連結の範

囲に含めております。 

  

(タイ) 

当第１四半期連結会計期間において、非連結子会社であったNADEX (THAILAND) CO.,LTD.は重要性が増したため、連

結の範囲に含めております。 

  

 

回次 

第64期 

第１四半期 

連結累計期間 

第65期 

第１四半期 

連結累計期間 

第64期 

会計期間 

自  平成25年５月１日 

至  平成25年７月31日 

自  平成26年５月１日 

至  平成26年７月31日 

自  平成25年５月１日 

至  平成26年４月30日 

売上高 (千円) 4,878,572 6,593,550 22,963,599 

経常利益 (千円) 243,219 350,185 961,527 

四半期(当期)純利益 (千円) 189,379 229,282 718,680 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 246,700 227,231 820,587 

純資産額 (千円) 9,492,226 10,194,691 9,989,982 

総資産額 (千円) 17,570,710 21,886,910 19,999,641 

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 20.31 24.60 77.09 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 53.92 46.49 49.87 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社)が判

断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、消費税率引上げに伴う駆込み需要の反動減があったものの、

設備投資の増加や雇用環境の改善が進むなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。世界経済につきましても、

米国を中心に緩やかな回復基調で推移しておりますが、中国など新興国の減速懸念や地政学的リスクなどにより、

先行き不透明な状況であります。 

当社グループの主要得意先である自動車関連企業につきましては、消費税率引上げに伴う反動減があったもの

の、順調な北米販売などを背景に業績は堅調に推移しております。 

このような経済環境のもとで当社グループは、得意先の海外生産シフトに対応するべく、メーカー機能、トータ

ルソリューション提案力の強化に努め、グローバルでの均一で高品質な製品・サービスを提供するための体制構築

に取組んでおります。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は65億９千３百万円と前年同四半期に比べ

17億１千４百万円(35.1％)の増収となり、営業利益は３億２千６百万円と前年同四半期に比べ１億３千９百万円

(74.3％)、経常利益は持分法による投資利益２千１百万円の計上などにより、３億５千万円と前年同四半期に比べ

１億６百万円(43.9％)、四半期純利益は２億２千９百万円と前年同四半期に比べ３千９百万円(21.0％)のそれぞれ

増益となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、前第３四半期連結会計期間において、WELTRONIC/TECHNITRON, INC.(現 NADEX OF AMERICA CORP.)の株式を

追加取得したことに伴い、同四半期より報告セグメントに「米国」を追加しております。 

(日本) 

日本につきましては、自動車関連企業の国内向け設備投資が順調に推移したことなどにより、売上高は56億１百

万円と前年同四半期に比べ９億１千５百万円(19.5％)の増収となりました。一方、営業利益につきましては、ナ・

デックスレーザR&Dセンターの開設に伴う試験研究費の増加などにより、１億２千１百万円と前年同四半期とほぼ同

額となりました。 

(米国) 

米国につきましては、自動車関連企業を中心に自社製品の販売を行ったことなどにより、売上高は７億５千６百

万円、営業利益は１億２千３百万円となりました。 

(中国) 

中国につきましては、概ね前年並みに推移しておりますが、前年同四半期には大型案件の受注があったこともあ

り、売上高は４億２千３百万円と前年同四半期に比べ４千３百万円(△9.3％)の減収となり、営業利益は３千６百万

円と前年同四半期に比べ３百万円(△8.9％)の減益となりました。 
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(タイ) 

タイにつきましては、新たにNADEX (THAILAND) CO.,LTD.を連結の範囲に含めたことなどにより、売上高は３億５

千７百万円と前年同四半期に比べ１億５千６百万円(77.8％)の増収となり、営業利益は４千１百万円と前年同四半

期に比べ６百万円(17.7％)の増益となりました。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は９千７百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  
 

  

② 【発行済株式】 

  
 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  
 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,125,000 

計 40,125,000 

 

種類 

第１四半期会計期間 

末現在発行数(株) 

(平成26年７月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成26年９月11日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 9,605,800 9,605,800 

東京証券取引所 

JASDAQ 

(スタンダード) 

単元株式数 1,000株 

計 9,605,800 9,605,800 ― ― 

 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成26年５月１日～ 

平成26年７月31日 

― 9,605,800 ― 1,028,078 ― 751,733 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年４月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成26年７月31日現在 
 

  

② 【自己株式等】 

平成26年７月31日現在 
 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

 

普通株式 286,000
 

― 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式(その他) 

 

普通株式 9,272,000
 

9,272 同上 

単元未満株式 

 

普通株式 47,800
 

― ― 

発行済株式総数 

 

  9,605,800
 

― ― 

総株主の議決権 ― 9,272 ― 

 

所有者の氏名 

又は名称 

所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式総数 

に対する所有 

株式数の割合(％) 

株式会社ナ・デックス 

名古屋市中区古渡町 

９番27号 

286,000 ― 286,000 2.97 

計 ― 286,000 ― 286,000 2.97 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年５月１日から平成

26年７月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年５月１日から平成26年７月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

 

  

 

                    

  (単位：千円) 

                    

前連結会計年度 

(平成26年４月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成26年７月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,283,611 2,057,470 

    受取手形及び売掛金 8,159,645 8,941,344 

    商品及び製品 1,105,161 2,301,497 

    仕掛品 400,150 573,301 

    原材料 417,557 514,530 

    その他 1,524,387 1,454,989 

    貸倒引当金 △12,564 △15,708 

    流動資産合計 13,877,950 15,827,425 

  固定資産     

    有形固定資産 3,092,292 3,076,067 

    無形固定資産     

      のれん 641,212 608,281 

      その他 1,211,992 1,156,752 

      無形固定資産合計 1,853,205 1,765,034 

    投資その他の資産 ※１  1,176,192 ※１  1,218,383 

    固定資産合計 6,121,690 6,059,484 

  資産合計 19,999,641 21,886,910 
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  (単位：千円) 

                    

前連結会計年度 

(平成26年４月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成26年７月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 7,207,966 8,584,273 

    短期借入金 295,971 384,248 

    1年内返済予定の長期借入金 59,952 59,952 

    未払法人税等 79,228 87,772 

    賞与引当金 － 113,805 

    役員賞与引当金 26,300 8,800 

    役員退職慰労引当金 － 1,750 

    受注損失引当金 68,900 － 

    その他 1,094,027 1,325,865 

    流動負債合計 8,832,345 10,566,466 

  固定負債     

    長期借入金 210,316 188,107 

    役員退職慰労引当金 48,430 51,229 

    退職給付に係る負債 43,753 32,475 

    資産除去債務 4,633 4,636 

    その他 870,176 849,303 

    固定負債合計 1,177,312 1,125,752 

  負債合計 10,009,658 11,692,218 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,028,078 1,028,078 

    資本剰余金 751,301 751,301 

    利益剰余金 8,213,510 8,418,129 

    自己株式 △157,716 △158,138 

    株主資本合計 9,835,172 10,039,369 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 109,306 150,341 

    為替換算調整勘定 62,007 15,896 

    退職給付に係る調整累計額 △32,020 △29,471 

    その他の包括利益累計額合計 139,292 136,765 

  少数株主持分 15,517 18,555 

  純資産合計 9,989,982 10,194,691 

負債純資産合計 19,999,641 21,886,910 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 

 

                    

  (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 

(自 平成25年５月１日 

 至 平成25年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成26年５月１日 

 至 平成26年７月31日) 

売上高 4,878,572 6,593,550 

売上原価 3,990,038 5,271,540 

売上総利益 888,534 1,322,009 

販売費及び一般管理費 701,203 995,409 

営業利益 187,330 326,600 

営業外収益     

  受取利息 973 1,180 

  受取配当金 3,674 4,002 

  持分法による投資利益 54,713 21,943 

  その他 9,456 8,678 

  営業外収益合計 68,817 35,805 

営業外費用     

  支払利息 1,681 4,051 

  為替差損 8,937 6,799 

  その他 2,309 1,367 

  営業外費用合計 12,928 12,219 

経常利益 243,219 350,185 

特別利益     

  固定資産売却益 462 1,880 

  特別利益合計 462 1,880 

特別損失     

  固定資産除売却損 1,428 － 

  投資有価証券評価損 － 668 

  特別損失合計 1,428 668 

税金等調整前四半期純利益 242,253 351,397 

法人税、住民税及び事業税 24,523 67,700 

法人税等調整額 26,100 51,624 

法人税等合計 50,623 119,325 

少数株主損益調整前四半期純利益 191,629 232,072 

少数株主利益 2,249 2,790 

四半期純利益 189,379 229,282 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 

 

                    

  (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 

(自 平成25年５月１日 

 至 平成25年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成26年５月１日 

 至 平成26年７月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 191,629 232,072 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △20,978 37,175 

  為替換算調整勘定 39,919 △40,638 

  退職給付に係る調整額 － 2,548 

  持分法適用会社に対する持分相当額 36,129 △3,926 

  その他の包括利益合計 55,070 △4,840 

四半期包括利益 246,700 227,231 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 243,285 224,193 

  少数株主に係る四半期包括利益 3,414 3,038 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

 

  

(会計方針の変更) 

 (退職給付に関する会計基準等の適用) 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を従業員の平

均残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が20,134千円減少し、利益剰余金が13,067

千円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。 

 

  

 ２．債権の譲渡に伴う買戻義務の上限額は、次のとおりであります。 

 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む)、のれんの償却額及び負ののれ

んの償却額は、次のとおりであります。 

 

  

 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成26年５月１日  至  平成26年７月31日) 

連結の範囲の重要な変更 

当第１四半期連結会計期間において、非連結子会社であったNADEX USA CO.,LTD.及びNADEX (THAILAND) 

CO.,LTD.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。 

 

  

前連結会計年度 

(平成26年４月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成26年７月31日) 

投資その他の資産 55,303千円 54,186千円 

 

  

前連結会計年度 

(平成26年４月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成26年７月31日) 

  
56,742千円 41,689千円 

 

  

前第１四半期連結累計期間 

(自 平成25年５月１日 

至 平成25年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成26年５月１日 

至 平成26年７月31日) 

減価償却費 72,337千円 116,495千円 

のれんの償却額 2,371千円 23,395千円 

負ののれんの償却額 △5,058千円 ―千円 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成25年５月１日  至  平成25年７月31日) 

  配当金支払額 

  
 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成26年５月１日  至  平成26年７月31日) 

  配当金支払額 

  
 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成25年５月１日  至  平成25年７月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項) 

 

  

 

決議 株式の種類 

配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年７月23日 

定時株主総会 

普通株式 55,938 6 平成25年４月30日 平成25年７月24日 利益剰余金 

 

決議 株式の種類 

配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年７月29日 

定時株主総会 

普通株式 55,917 6 平成26年４月30日 平成26年７月30日 利益剰余金 

 

          (単位：千円) 

  

報告セグメント 

その他 

(注) 

合計 

日本 中国 タイ 計 

売上高             

  外部顧客への売上高 4,250,802 416,115 196,555 4,863,472 15,100 4,878,572 

  セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

434,919 50,663 4,573 490,155 3,179 493,335 

計 4,685,721 466,778 201,128 5,353,628 18,279 5,371,908 

セグメント利益又は損失(△) 121,841 39,943 35,546 197,331 △12,358 184,972 

 

  (単位：千円) 

利益 金額 

報告セグメント計 197,331 

「その他」の区分の損失(△) △12,358 

セグメント間取引消去 4,729 

のれんの償却額 △2,371 

四半期連結損益計算書の営業利益 187,330 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成26年５月１日  至  平成26年７月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項) 

 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

(報告セグメントの追加) 

前第３四半期連結会計期間において、従来、持分法適用関連会社であったWeltronic/Technitron, Inc.(現

NADEX OF AMERICA CORP.)の株式を追加取得したため、同社及び同社の子会社２社を連結の範囲に含めております。

これに伴い、前第３四半期連結会計期間より報告セグメントに「米国」を追加しております。 

  

 

            (単位：千円) 

  

報告セグメント 

その他 

(注) 

合計 

日本 米国 中国 タイ 計 

売上高               

  外部顧客への売上高 5,136,400 746,060 383,603 313,530 6,579,594 13,955 6,593,550 

  セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

464,874 10,734 39,691 44,162 559,464 1,172 560,636 

計 5,601,275 756,795 423,295 357,693 7,139,059 15,128 7,154,187 

セグメント利益 121,720 123,688 36,377 41,838 323,625 2,899 326,525 

 

  (単位：千円) 

利益 金額 

報告セグメント計 323,625 

「その他」の区分の利益 2,899 

セグメント間取引消去 74 

四半期連結損益計算書の営業利益 326,600 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 

前第１四半期連結累計期間 

(自  平成25年５月１日 

至  平成25年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成26年５月１日 

至  平成26年７月31日) 

１株当たり四半期純利益 20円31銭 24円60銭 

    (算定上の基礎)     

     四半期純利益(千円) 189,379 229,282 

     普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

     普通株式に係る四半期純利益(千円) 189,379 229,282 

     普通株式の期中平均株式数(株) 9,323,005 9,319,296 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

 

株式会社ナ・デックス 

 

  

 

  

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナ・デ

ックスの平成26年５月１日から平成27年４月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年５月１日から

平成26年７月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年５月１日から平成26年７月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナ・デックス及び連結子会社の平成26年７月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

 

  

 

平成26年９月10日 

 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人 トーマツ   

 

指定有限責任社員 

業務執行社員 

  公認会計士  城  戸  和  弘  ㊞ 

 

指定有限責任社員 

業務執行社員 

  公認会計士  神  野  敦  生  ㊞ 

 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 




